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予算申し入れにあたって 
 

 平成最後の年となる 2018 年は、災害が多い年となりました。私たち地方議会に
籍を置く者は勿論、政治に携わる者の最も大切な仕事の一つは、なんといっても市
民の方々の生命と財産をいかに守るかであります。まずは、大阪府北部地震や豪
雨災害、台風 21 号や北海道いぶり東部地震など、あらためて本市の 2 名の方を
含め、お亡くなりになられた方々に心から哀悼の意を表しますとともに、被災された
皆様、未だ避難を余儀なくされている方々にお見舞い申し上げ、一日も早い復旧・
復興を願うばかりです。 

 国会では、森友学園問題の民主主義の危機ともいうべき公文書の改ざん・隠ぺ
いの発覚、また、関係者の発言等の食い違いが露呈した加計学園問題や官僚の
セクハラ行為、裁量制労働制に関するデータ問題など、重大な問題が表面化した
にもかかわらず、安倍首相は野党の質問や追及に正面から答えず、「うみ」を出し
切ると言いながら不誠実な対応が目立ち、官僚も首相への「忖度」と言われても
仕方が無い答弁に終始しました。安倍首相の姿勢は、政治家に最も求められる公
平・公正、誠実、謙虚さからは程遠く、説明責任を果たさず、国民の関心が薄れる
ことをひたすら待ち続けるというものです。 

 自民党総裁として、三選し第 4 次安倍内閣が発足しました。森友学園問題の公
文書の改ざん・隠ぺいの責任を取らない麻生財務大臣の再任や教育勅語を一部
評価した柴山文科大臣就任をはじめ、安倍首相の任命に多くの国民は疑念を抱
いています。また、憲法改正を政治日程に乗せようとしており、断じて容認できませ
ん。平成 3１年度の政府予算編成は、社会保障と税の一体改革、消費税 10％へ
の増税や働き方改革の動向、防衛費の増加、幼保無償化、不透明な地方交付税
の扱い等課題もあります。一方では、地方から国に対する税・財源移譲を強く要求
していく事も重要な事です。 

以上のような認識の下、私たち社民・市民フォーラム鹿児島市議団は、本会議や
委員会での質疑等を通して市当局に対して各面からの要望をしてきましたが、一
方では、今まで幅広い市民の皆さんからご意見をいただき、それを各面から精査
して、ここに平成 3１年度の鹿児島市の予算編成にあたり以下の項目について要
求をまとめました。よって各面から十分に検討され新年度予算に反映されるよう要
望いたします。   

 

２０１８年１２月３日 

社民・市民フォーラム 鹿児島市議団 
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【重点項目について】 

申し入れる項目は、大項目 137、小項目 43、合計 180 の項目となっています。この中から、

緊急且つ優先的に実施する必要がある項目として、大項目４7、小項目６を重点項目として取り

上げています。 

十分検討の上、特段の配慮をしていただきますよう要請します。 

 

 

 

 総 務 局  

（1） 臨時非常勤職員の処遇改善については、国の動向を踏まえ任用や労働条件など正規職

員との均等待遇を目指して、引き続き改善すること。また、新たに導入される会計年

度任用職員制度において、財源を確保するため、地方交付税の算定基準に反映するよ

う国に働きかけること。 

  

 

 企 画 財 政 局  

（1） 一般財源の確保がなされるよう、地方六団体を通じた取り組み等を続けること。併せ

て、本市として、制度変更に対応する情報収集の強化による、適切な取り組みをすす

めること。本市財政は、市民本位の施策を基準に、計画性、透明性、効率性に配慮し

た運営を貫き、財政に関する情報公開、提供を徹底し、市民の理解をすすめる努力を

引き続き取り組むこと。 

（2） 本港区への市電延伸と本港区再開発は、県・市意見交換会などを通じ、早期実現の方

向で強く働きかけること。 

（3） 「最低制限価格制度」や「総合評価方式入札」を更に進めるとともに、公共サービス

の質の確保と公正労働基準を確保する、公契約条例を制定すること。 

（4） 市民参画の観点からも重要政策についての住民投票制度を創設すること。 

（5） 「鹿児島市まち・ひと・しごと創生総合戦略」にもとづき、地方創生に積極的に対応

すること。なお、人口減少社会に対応する基本的考え方も、あわせて検討すること。 

（6） 指定管理者制度は、導入後１０年経過し公募しても応募がないなど課題もあることか
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ら引き続き見直しを図ること。また、最低賃金の引き上げ等、雇用労働環境の変化を

反映させる仕組みを導入すること。 

 

 

 危 機 管 理 局  

（1） 川内原発における避難計画を地震や津波、台風襲来等いかなる状況下においても市民

の安全を確保できる計画にする事。それが出来ないのであれば、原発の稼働を停止す

るよう申し入れること。また、４０年廃炉について改めて九州電力へ申し入れること。 

 

（2） 本市の防災体制の強化を引き続き進める中で、桜島噴火警戒レベル４への引き上げの

際や熊本地震等で得られた課題や教訓を整理し、避難行動要支援者の避難、観光客や

外国人の避難を含め本市の防災計画へ活かすこと。また、避難所には災害種別など多

言語対応で表示すること。 

 

（3） 全国各地で生じている長雨やゲリラ豪雨災害等を教訓に、土砂災害警戒区域の指定の

促進及び住民への周知徹底を図ること。 

 

 

 市 民 局  

（1） 市民意見の市政への反映をより充実させるために、市長とふれあいトーク、パブリッ

クコメントやわたしの提言など、本市の市民参画に係る、各施策の検証と評価に引き

続き取り組むとともに、その実効性を更に高めること。 

 

（2） 地域の行政サービスの拠点となる各支所においては、行政サービスの向上や地域住民

ニーズに速やかに対応できる体制づくりは勿論のこと、それらの質の向上を図るため

地域住民との連携を図り、住民意見を汲み上げ、施策に反映するよう引き続き努める

こと。 

 

（3） 市の域内分権については、支所機能充実プランでは住民の身近な要望に応える体制と

なっておらず、一定の権限と財源が確保された分権体制とすること。 
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 環 境 局  

（1） 地球温暖化対策は、第二次鹿児島市環境基本計画、市地球温暖化対策アクションプラ

ンの新たな削減目標の達成に向け引き続き取り組みを充実すること。 

（2） 固定価格制度見直しによる「再エネ」推進の影響については、その影響を検証すると

ともに鹿児島市メガソーラー計画を、さらに推進していくこと。 

（3） 家庭ごみの減量化・資源化の推進については、家庭ごみの有料化については導入しな

いこと。また、戸別収集制度の導入については、実効あるものにする事。さらに廃棄

物処理については、発生抑制・排出抑制による減量化、資源化、分別収集の徹底をさ

らに進めること。 

 

 

 健 康 福 祉 局  

（1） 「第 7 期鹿児島市高齢者保健福祉・介護保険事業計画」の実施にあたっても、負担を

抑え給付を可能な限り拡充するための国の支援を更に強く要請すること。 

 

（2） 今回の国による幼児教育・保育の無償化に併せて、子ども・子育て支援事業計画を更

に拡充させ、「量の拡大」はもとより、「質の向上」をすすめ、一層の待機児童の解消

を図ること。 

 

（3） 子ども医療費助成制度については、所得制限なしで高校卒業までを目指して引き続き

県に求めること。 

 

（4） 子どもの未来応援事業のアンケートで得られた結果をもとに、具体的かつ実効性のあ

る施策を早急に展開すること。 

 

 

 産 業 局  

（1） 人口減社会に対応する為にも、観光・交流の促進、地域産業の振興、企業誘致、労働

条件の改善などを通じて、本市独自の若者の雇用促進や女性の就業機会の拡大、高齢

者の再就職の支援を更に拡充すること。 
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（2） 千日町 1.4 番街区市街地開発事業及び中央町 19.20 番街区市街開発事業については、

事業が着実に進捗するように引き続き支援すること。 

（3） 第２期鹿児島市農林水産業振興プランの推進を図るとともに、とりわけ新規就農者等

担い手の確保と、生産基盤の整備等により離農者防止対策に引き続き取組むこと。 

 

 

 観 光 交 流 局  

（1） 桜島と錦江湾の素晴らしさを国内外へ伝えるため、霧島を含めた世界ジオパ－クの認

定を目指し、桜島の観光振興を進めるとともに、NPO や市民等と協働してさらに取り

組みを進めること。 

（2） ＮＨＫ大河ドラマ「西郷どん」の放映後の観光振興及び第 75 回国民体育大会・第 20

回障害者スポーツ大会の受入れの環境整備に引き続き取り組むこと。 

（3） 観光振興策の一つとして、中心市街地に大型バスの駐車場を確保すること。 

（4） 第７５回国民体育大会・第２０回障害者スポーツ大会の受入れに万全を期すため、必

要な人材・人員を確保すること。 

（5） サッカー等スタジアム建設にあたっては、広く市民からの要望を聞くなかで関係機関

と十分に協議を行い進めること。 

 

 

 建 設 局  

（1） 河川の改修、特に新川改修の促進をはかり、総合治水対策を引き続き進めること。 

（2） 現在、土地区画整理事業施行中の地区については、住民の理解と合意に努めるととも

に、事業費の確保を図り、早期の完成を目指すこと。特に、要望のある田上地区等に

ついては、土地区画整理事業の早期実施に向けて取り組むこと。 
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 消 防 局  

（1） 桜島の大爆発に備えた消防の役割と効果的な行動、安全上の配慮など、具体的な備え

を検討し、必要な予算措置をすること。特に、桜島の噴火警戒レベル４の経験を、し

っかりと検証し、引き続き台風や豪雨災害などとの複合災害に備えること。 

（2） 市立病院とも連携して、早急にドクターカーの本格運用をすること。 

 

 

 教 育 委 員 会  

（1） あってはならない児童・生徒の自死対策については、「命を大切にする」教育を始め,

全ての教育活動を通じて行うこと。 

（2） 教育予算の増額について 

① 当初予算ベースで一般会計に占める教育予算の割合を１９６０年代から７０年代の平

均 15％程度までに増額すること。 

② 過大規模校の解消については、早急に行うとともに、小規模校の統廃合は、慎重に対

応すること。 

③ 施設設備等の整備・改修については、大規模改修の時期が年々遅れていることから、

国へ早期改修のための予算要求を行うこと。なお、保健室へのトイレ・シャワー施設

を整備すること。 

（3） いじめ・不登校対策について 

① 「いじめ」対策については、条例制定の意義・内容を踏まえ、保護者・教職員等からの現

状に対する情報収集等を行い、いじめの訴えが会った際には、学校や保護者に対し具体的

な支援対策を引き続き講じること。 

② 児童・生徒の心の悩みや相談等に対しては、スクールカウンセラー等の人選を的確にし、

教職員が十分対応できるような体制を確立すること。 

③ 国・県に対して学級定員削減のため、教職員増の実施を引き続き強く要求すること。 

（4） 教職員が児童生徒一人ひとりと向き合うことができる教育環境の整備と共に、教職員

の多忙化の解消と超過勤務の大幅削減のための具体的施策を講じること。 

（5） 本市のスポーツ振興策については、鹿児島市スポーツ推進計画に基づき、2020 年の

鹿児島国体並びに東京オリンピック・パラリンピック開催に向けて小学生から成人ま

での生涯スポーツの環境整備を具体的に行うとともに、有望選手の育成に努めること。 
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 交 通 局  

（1） 鹿児島市交通事業経営健全化次期計画策定に向け、自動車運送事業の競合解消につい

て、関係事業所と個別・具体的な協議を早急に進めること。 

 

 

 水 道 局  

（1） 「鹿児島市上下水道事業経営計画」に基づき、優先度・重要性を考慮した施策を引き

続き展開すること。 

（2） 施設の状況の把握と予防保全的な維持管理を行うため、ストックマネジメントシステ

ムを早急に導入すること。 

（3） 大規模災害発生に備えて施設・設備の重点的な更新を図るとともに、日常の訓練を強

化すること。 

（4） 料金部門の包括外部委託については、効果と課題について十分検証すること 

 

 

 市 立 病 院  

（1） 「鹿児島市病院事業経営計画」に基づき、計画の目標達成に向けて各種施策を着実に

推進するとともに、一層のサービスの向上と健全経営に引き続き努めること。 

（2） 医師や看護師等、すべての職種の欠員の解消に努めるとともに、地域医療機関の機能

分化や連携などを進めるにあたり、患者さんに十分に説明し理解を得ること。 

（3） 時間外勤務については、出退勤時間を適正に把握するとともに、コンプライアンスを

徹底し、働く意欲を失しないよう取り組むこと。 

（4） ドクターヘリ運航については、運行実績の検証結果を活かし、格納庫の設置を含め更

なる救急医療体制の充実をめざし、効果的な運用を行うこと。また、ドクターカーに

ついては早急に救急医を確保し、本格運用を行うこと。 
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 船 舶 局  

（1） 「鹿児島市船舶事業経営計画」に基づき、計画の目標達成に向けて各施策を着実に推

進するとともに、更なる増収対策に積極的に取り組み、安易な料金値上げを行わない

こと。 
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 総 務 局  

 

（1） 平和都市宣言・非核宣言自治体協議会会員としての取り組みは、引き続き継続、

充実すること。戦争体験等の継承と平和施策の充実のために、平和資料展示室

を設置すること。 

（2） 姉妹・友好都市をはじめ、国際交流は、アジア諸国との交流を一層促進すると

ともに、長沙市との交流拡大に努力すること。国際交流財団を活かした民間レ

ベルの交流活動を引き続き充実し、市としての支援をすすめること。 

（3） 市税の広報・相談に努め、市民の公正・公平な負担を求める滞納整理は、引き

続き取り組みを強化すること。 

（4） 第二次市職員子育て支援行動計画の前期がスタートしており、目標指標の達成

を着実にすること。特に、育児休業取得率、時間外勤務時間の指標達成を確実

にする職場環境の整備をすすめること。また、職員への効果的な啓発を工夫す

ること。 

（5） 長時間労働に対する社会的関心が高まっている中、職員が心身ともに健康で働

ける職場環境の整備を引き続きすすめること。特に、日頃の健康管理、年休取

得の環境整備、時間外労働の適切な管理等への対策を強化すること。 

（6） 職員研修は、ニーズに合った適宜適切な内容にすること。 

（7） 組織の再編は、市民ニーズへの迅速・的確な対応となるよう引き続き進めるこ

と。 

（8） マイナンバー情報を扱う自治体、民間事業者、さらに国民への周知がなお必要

な状況があり、関係法令やガイドライン等についての周知対策を強化すること。 

（9） 情報セキュリティの専門家を市として計画的に育成し、外部の専門機関等との

連携を構築すること。また、職員のセキュリティ研修を計画的にすすめること。 

（10） 船員など、半年以上の長期にわたり本市を離れる方の市民税を減免すること。 
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 企 画 財 政 局  

 

（1） 公共交通不便地対策は、利用者のニーズに応えるものとなるよう工夫とともに、

他都市の状況も十分に把握すること。 

（2） 新公共交通ビジョンについては、目標達成状況等の分析を通して、施策の見直

し・推進を図ること。 

（3） ふるさと納税制度は、制度本来の趣旨を踏まえ、引き続き充実を図ること。 

（4） 「総合教育会議」の運営については、「教育の私事性の原則」を踏まえ対応す

ること。 

（5） ６大学との包括連携協定を活かし、若者の声が反映される施策を推進すること。 

（6） 連携中枢都市ビジョンについては、具体的成果、検証を行うとともに、効果的

施策を推進していくこと。 

（7） 随意契約が多数散見されることから、契約の適正化について引き続き指導を行

うこと。 

（8） 鹿児島中央駅西口地区の再開発については、県・JR九州・日本郵便と連携を

強化し、魅力とにぎわいあふれるまちづくりとなるよう対応すること。 

（9） 西別館１階フロアの利活用については、市民ニーズの把握に努め、市民の憩い

のスペースとして整備すること。 

 

  

―　14　―



 危機 機 管 理局  

 

（1） 防犯灯設置は、ＬＥＤ照明への切り替えニーズへの的確な対応と電気料金の市

の直接支払いを九電との協議を早期に進めること。また、特設防犯灯や暗がり

チェック補助金等の町内会等への周知を引き続き取り組むこと。 

（2） 自主防災組織は、組織率の向上と活動の活性化を引き続きすすめ、「自主防災

組織の手引き」をより実践的なものに改善するともに、「避難所運営マニュア

ル」についても周知の機会を設けること。 

（3） スクールゾーン委員会については、活動状況の分析を行うとともに的確な支援

を進めること。また、寄せられた要望等については、所管部署や課題等につい

て随時連絡を取り合い、横の連携を進め早期な対応と回答をすること。 

（4） セーフコミュニティ施策の全市展開にあたっては、モデル地区の効果を市民に

分かりやすく広報啓発すること。 

（5） 中学生以下の自転車用ヘルメット購入にあたっては、交通安全や普及促進のた

めにも補助制度を検討すること。 

（6） 街頭防犯カメラ設置費補助事業については、適切な管理運用と効果を検証す

ること。 

（7） 高齢者等の運転免許自主返納支援制度については、サポート事業所（店舗）

や優遇制度を更に拡充すること。 

（8） 市が管理する建物のエレベーターで、地震時管制運転装置のないものについ

ては、エレベーターチアを設置すること。 

（9） 希望する市民には、安定ヨウ素剤を配布すること。 
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 市 民 局  

 

（1） 町内会活動への支援を引き続きすすめ、町内会加入率の低下が年々進む現状に

対応し、宅建事業者や開発業者へも更に働きかけ、効果的な支援策を強化する

こと。また、他都市の取り組み状況を調査・研究し本市の施策へ反映するよう

取り組むことと共に、本市職員の町内会加入の促進と活動への参加など引き

続き取り組むこと。 

（2） 「本人通知制度」については、一定の前進と捉えるが、その後の異議申し立て

など窓口を含めて十分に周知すること。また、窓口混雑緩和のためにも「コン

ビニ交付」も併せて周知すること。 

（3） 国民健康保険税特別会計は、県と市の権限と責任を明確に、市民の負担を減

らし国の負担を増やすように国への要望をすること。 

（4） 人権教育・啓発の推進については、懇話会を有効に活用し、それぞれの人権課

題の実効ある解決に向けた取り組みを引き続き行うこと。また、あとを絶たな

い部落差別など、人権・同和教育の一層の充実を図ること。 
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 環 境 局  

 

（1） 再生可能エネルギー活用については、以下の点に留意すること。 

① 太陽光発電や蓄電池など再生可能エネルギー設備を導入する家庭や民間業者

への支援策を拡充すること。 

② 木質バイオマスボイラーの導入を引き続き行うとともに、温泉排湯熱や木質バ

イオマスなど地域資源を活かした安定的なクリーンエネルギーの技術開発や

導入などの促進を図り地域社会及び地域経済の健全な発展に努めること。 

③ 京都府・市では、２０１２年４月から大規模建築物への自然エネルギー導入義

務化を始めていることから、本市でも課題を整理し導入すること。 

④ 再生可能エネルギーを活用したまちづくりは、新たな分野に取り組む専門性と、

環境局を中心とした各局等の連携による、庁内の対応、市民、事業者等の理解

と協力体制づくりによる対応が求められることから、引き続き専門的、総合的

な推進体制を強化すること。 

（2） かごしま環境未来館を拠点とした参加体験型の環境学習講座等の規模拡大並

びに市民への周知を図られること。 

（3） エコスタイルを実践する取り組みを、校区又は町内会等による地域の活動を引

き続き行いながら、地域活動の支援の充実を図り、地域コミニュテイの活性化

につなげること。 

（4） 本市の生物多様性の保全を図るため、生物多様性地域戦略に掲げる施策を着実

に推進するとともに、戦略の進行管理を適切に行うこと。 

（5） 共同墓地の環境整備は、市営墓地と同様の扱いをめざし、引き続き助成制度の

充実をはかり、同制度の管理組合への周知に努めること。さらには、市民から

の要望も強い合葬式墓地建設を検討すること。 

（6） コミュニティサイクル「かごりん」については、サイクルポートへの上屋の設

置などを検討し、回遊性・利便性の更なる向上を図ること。 
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 健 康 福 祉 局  

 

（1） 介護保険制度については、以下の点について改善に取り組むこと。 

① 総合支援事業は、更に透明性を確保し市民が利用しやすい制度とすること。 

② 特別養護老人ホームの量的な整備と拡充を図り引き続き待機者を解消するこ

と。 

③ 介護サービス従事者の処遇改善は、更なる処遇改善加算が現場まで届いたこと

を確認するなど指導監査を徹底すること。 

④ 長寿あんしん相談センターは、地域で介護、保健、医療、福祉の資源を活用し

たサービス提供によって、高齢者の安心できる在宅生活を確保するため、適正

な人員の配置と更なる機能充実を進めること。 

⑤ 地域包括ケアシステムの構築に向け、医療と介護の連携に向けたＩＣＴ化に取

り組むこと。 

（2） 地域福祉館は、指定管理者による運営で年々充実してきているが、駐車スペー

スが少ないなど、利活用に課題もあることから、駐車場対策を進めること。 

（3） 各種検診事業の実施にあたっては、検診率向上のための対策を推進するととも

に駐車場の確保に努めること。 

（4） 児童クラブついては、子育て支援の重要な施策の一つであることから市民の皆

様のニーズに適切に対応する事。合わせて支援員の資格取得を急ぎ、賃金労働

条件の改善を図ること。また、老朽化した施設についても早急に改善すること。 

（5） こどもと女性の相談室は、その機能を高め、ＤＶ対策やひとり親家庭の貧困対

策を更に強化すること。そのため、人権、プライバシーを確保できる居住環境

と人的体制の整備、関係諸団体との連携を強化し、婦人相談員の研修と処遇改

善を引き続き行うこと。 

（6） 障がい者の地域生活を推進するため、基幹相談支援センターの更なる拡充と地

域における障がい者の生活を支える障がい福祉サービスの充実を引き続き進

めること。 
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（7） 福祉事務所の相談・支援機能の充実をはかり、ケースワーカーの増員（生活保

護８０ケース対１の標準数の遵守や福祉五法職員の増員）など引き続き実施体

制を整備すること。また、高齢者世帯等支援員など、非常勤雇用の職種につい

て、均等待遇の改善を図ること。 

（8） ケースワーカー、査察指導委員の人材育成を進めること。また、生活保護制度

見直しにともなう扶養義務の強化等が生活保護からの排除にならないよう、社

会福祉法の理念を実現する業務内容の徹底を図ること。 

（9） 生活・就労支援センターかごしまは、開設時間の見直しを含め、ニーズに合っ

た体制にする事。尚、就労・学習支援などの自立に関する相談に一層の庁内外

の連携を進めること。 

（10） 「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」をふまえ、巡回相談を強化

し就労機会の確保および居住・医療の確保、総合相談事業の実施等、積極的な

自立支援事業を進めること。 

（11） 幼児教育を充実するために、私立幼稚園協会を通じての各園に補助している

補助金を引き上げること。 

（12） 認可外保育所への補助を更に拡充するとともに、保育士・保育所支援センタ

ーが活用できるようにすること。 

（13） 制定した避難所運営マニュアル及び福祉避難所運営マニュアルが有効に機能

するように関係機関への周知広報を徹底するとともに、避難訓練を実施する

こと。また、スフィア基準についても考慮すること。 

（14） 児童虐待については、関係機関と緊密な連携を図り、虐待に至った要因等の

調査・分析を行い、保護者や児童が孤立しないよう継続的な支援をすること。

また、児童相談所の早急な開設に向け、専門職の育成や確保など準備すること。 

（15） 手話言語条例の制定を検討すること。 
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 産 業 局  

 

（1） 市商工業振興プランの着実な実行を図るため 

① 新産業創出は、食、環境、健康など成長分野への思い切った支援を行い、産学

官連携体制についても、具体的な取り組みをさらに強化すること。特に食分野

においては、農商工連携を積極的に引き続き推進すること。 

② 本市経済の中核をなす商業・サービス業を支援するため、ＩＣＴ活用支援など

具体的な取組みを引き続き推進すること。 

③ 市外企業の誘致や地元企業の増設等による企業立地を戦略的に進めながら、雇

用の創出と地域経済の活性化図るため、引き続き取り組むこと。 

④ 中小企業の経営の安定・強化を図るため、融資制度については引き続き金融機

関等と連携して利用促進を図ること。 

（2） 本市としての雇用対策の推進を図るため 

① 介護、福祉、建設、農林水産業などの現場では、低賃金や厳しい労働条件にあ

ることから、国の雇用管理改善等による各種助成金を活用しながら、それらの

改善を働きかけること。 

② 改正障害者雇用促進法の施行を受け、法定雇用率の算定基準に精神障害者を加

えることとなり、障害者差別禁止指針、合理的配慮指針が示されたことに伴い、

本市に於いても、法の趣旨の周知徹底を図ると同時に、法定雇用率達成に努め

ると共に、生活・就労支援センターかごしまの機能充実を図ること。 

（3） 市農林水産業振興プランを推進するため 

① 農地流動化など農地の有効活用による生産意欲を発揮できる営農への取組み

を推進するとともに、担い手育成を進めながら市民ニーズに応える農産物づく

り、市民を巻き込んだ営農を指導すること。 

② 農産物の価格安定への独自の施策を強化すること。 

③ 環境保全型農業への一層の取り組みをすすめ、有機農業への支援を充実するこ

と。 

④ 口蹄疫防止のためにも飼料稲をはじめ、家畜の自給飼料生産を拡大すること。 

⑤ 都市農業センターは、農業技術の拠点施設としてさらに充実をはかり、健康ニ

ーズに応える品目の栽培技術に取り組むこと。また、鹿児島大学農学部やＪＡ
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との連携による研究、実証の取り組みを引き続き強化すること。 

⑥ 市農業技師が意欲をもって営農指導にあたるための諸環境を充実すること。 

⑦ 被害が非常に拡大している鳥獣被害について、周辺自治体をはじめ、県や国と

も十分に連携して駆除や電気柵などの対策を強化、充実すること。又、猟友会

等の高齢化が進んでいることから、次の担い手育成を含め早急に行うこと。 

⑧ 桜島の活発化に伴い、防災営農に一層取り組むこと。 

⑨ 森林・林業再生プランに基づき、適正な間伐による森林資源の活用や、林道等

の生産基盤の整備、担い手対策、県産材の利用促進と販路拡大などを具体的に

取り組むこと。 

⑩ 森林経営管理法の施行に伴う森林の状況把握に取り組むこと。 

⑪ 錦江湾の特性を活かした水産業の振興に引き続き取り組むこと。 

⑫ キオビエダシャク駆除は、広範囲に実施することで効果が高まることから、地

域の実情を把握したうえで、噴霧器の設置数を増やすとともに、貸し出しにつ

いて市民への周知を引き続き図ること。 
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 観 光 交 流 局  

 

（1） 新幹線を軸とした、北九州市・福岡市・熊本市と連携した、中国・韓国・台湾

を始めとする東アジア圏の誘客対策を、さらに強化すること。 

（2） 姉妹・友好・兄弟都市はもとより、松本市・札幌市と結んだ文化や観光を中心

とした交流協定を活かし、都市間交流を推進し、国内外へ本市の魅力を情報発

信すること。又、松本市を含めた新たな航空便路線の開設に向けた取組を行う

こと。 

（3） コンベンションや各種イベントなど、ＭＩＣＥ誘致を引き続き取組むこと。 

（4） 照国神社から歴史ゾーンの新たな魅力づくりに向け、探勝園の整備や鶴丸城跡

の御楼門の復元を積極的に支援するとともに、御楼門完成後の活用についても

検討されること。 

（5） ラグビーワールドカップや東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿誘致

などを通して、さらなる観光振興に引き続き取り組まれること。 

（6） 本市グリーンツーリズムの拠点である観光農業公園の利用促進を図るなど、農

村地域の活性化につなげること。 

（7） 北ふ頭への外国船入港は、中心市街地への回遊性が高いことから、ＣＩＱ業務

（税関、出入国管理、検疫）施設を備えたターミナルを整備するよう県へ要請

すること。 

（8） 冬のイベントとしての「みなと大通り公園イルミネーション」や「天文館ミリ

オネーション」との連続性を持たせるため、鹿児島中央駅までの県道２１号線

沿いのイルミネーション化を検討すること。 
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 建 設 局  

（1） 東西幹線道路については、整備区間の早期完成を図ること。また、高麗通線以

東の調査区間については、整備区間化し、事業化されるよう国、県への要請を

行うこと。 

（2） 国道１０号鹿児島北バイパスについては、「山岳ルート」の都市計画の変更が

行われたことを受けて、早期整備を図るようあらためて国に要請を行うこと。 

（3） 幹線道路整備事業第七次計画については、今日の地方を取り巻く財政環境が非

常に厳しい状況であるが、市民生活の向上、また、安全で活力に満ちた社会、

経済、生活の実現に直結する事業であることから、財源の確保につとめ、計画

的かつ着実な道路整備を推進すること。 

（4） 武・武岡線の早期全線開通に努めること。 

（5） （仮称）鴨池・田上線については、早急に都市計画決定を行い、事業化するこ

と 

（6） 「かごしま都市マスタープラン」や「かごしまコンパクトなまちづくりプラン

（立地適正化計画）」に基づくまちづくりを推進するために、実効ある具体的

施策を講じること。さらに、施策を進めるにあたっては、地域住民や関係各課

との連携を密にし、地域の特性を活かしたまちづくりを協力協働して進めるこ

と。 

（7） 市街化調整区域のまちづくりについては、「住宅建築等に関する条例」によっ

て建築された住宅での生活に支障がないよう、道路、水路等の計画的なインフ

ラ整備を急ぐこと。 

（8） 景観計画、景観条例の運用にあたっては、市民や事業者へ制度内容を充分に周

知し、理解と協力を得ること。更に、景観形成重点地区については、市民に分

かりやすい表示板等の整備をすること。 

（9） 市域内の港湾区域を含む海岸線は、桜島や錦江湾の自然景観や観光資源などの

地域特性を十分に活かし、背後地との一体的な土地利用を促進すると共に、市

民や観光客などが海とふれあい、憩い、散策できる交流空間となるように整備

すること。 
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（10） 地域住民に身近な街区公園等の整備については、引き続き計画段階から住民

参加型の公園づくりに取り組み、老朽化したトイレや遊具などについても、

引き続き計画的な改修に取り組むこと。また、維持管理については、地域団

体の実情を考慮した管理方法を検討すること。 

（11） 市立病院跡地緑地への公募設置管理制度の導入に関しては、民間事業者と連

携し財政負担の軽減や市民サービスの向上等を推し進めること。 

（12） 平成２２年度から着手している地籍調査については、地図整備事業地区を対

象としているが、本格的な事業推進のために組織の充実を図り、市街化調整

区域等を含めた事業の拡充を図ること。 

（13） 地球温暖化対策としての屋上緑化、壁面緑化をさらに推進するために、助成

金制度等の啓発を行い、利用促進を図ること。また、各事業については、年

度毎に、その実効性や費用対効果を十分に検証すること。 

（14） 交通安全の観点から視距改良や側溝整備、交通安全施設の整備を進めるとと

もに、歩道のバリアフリー化等の整備拡充を引き続き図ること。また、本市

が管理する道路、トンネルや橋りょうについては、長寿命化を図り、本市の

道路網の安全性・信頼性を確保するよう努めること。 

（15） ふれあいスポーツランドのアクセス道路については、予想される渋滞解消の

ため、県道小山田谷山線の早期整備を県に要請するとともに、都市計画道路、

皇徳寺山之田線の見直しと併せて、交通量の分散及び今日のゲリラ豪雨など

予期せぬ自然災害の発生に対応するため、南側からの乗り入れ道路の整備を

図るよう検討すること。 

（16） 未登記道路の早期解消と公有地と民有地の境界の整備を図ること。 

（17） 電線類の地中化は、都市景観の向上、狭隘道路の拡幅、都市機能の向上から、

全市的に計画を策定し、事業を進めること。 

（18） 急傾斜地崩壊対策事業については、通常事業の予算の増額をはかり、未整備

箇所の整備を推進すると共に、急傾斜地崩壊危険区域指定事業をさらに進め

ること。 

（19） 市民の住宅ニーズにこたえる市営住宅は、市街地における職住近接、高層化、

バリアフリー化、高齢化、安全性と環境、子育て世代への配慮など市民ニー
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ズの多様化に対応した建て替えと新規建設を引き続き進めること。近郊地域

の市営住宅は、これまでの制度の活用を含めた建設と整備を進めること。ま

た、市営住宅と他の施設等の複合施設とすること。 

（20） 市営住宅への指定管理者制度導入に関しては、指定管理者と連携し、管理業

務の効率化や市民サービスの向上及び経費縮減が図られるよう取り組むとと

もに、管理業務へのモニタリングを充実させること。 

（21） 河川の役割が再評価されている中、甲突川・新川・永田川等の河川改修にお

いて、市民が親しみやすい「多自然川づくり」の手法を取り入れた整備を県

に要望すること。 

（22） 建設工事など、技術職員の設計・積算能力などの技術能力の研鑽、向上に取

り組むこと。 

（23） 空き家等の適正管理については、法及び条例に基づき、所有者に対し助言や

指導を行うこと。また、所有者が不明で、道路に屋根材が落下するなど危険

な場合においては、速やかな応急危険回避措置を講じ、市民の安全の確保に

努めること 
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教 育 委 員 会  

 

（1） 学力向上に関して 

① 児童生徒に行き届いた授業ができるように、教材研究の時間の確保ができる環

境整備を引き続き行うこと。また、土曜授業の実施にあたっては、課題などを

把握するためのアンケートを実施するとともに通常の授業や教職員の業務の

負担いならぬよう配慮すること。 

② 国・県・市が行っている学力調査等については、児童生徒の負担軽減を行うと

ともに、更なる見直しを図ること。 

（2） 学校給食について 

① 給食業務のセンター化、更なる民間委託化等を行わないこと。 

② 給食費の公会計制度の導入については、慎重かつ十分な検討を進めること。 

③ 食教育を推進するために、人的・物的支援を更に進めること。 

④ 除去食等食物アレルギー対策については、万全を期すること。 

⑤ 合併五町の給食センターを含めた給食センターの再編・改築等抜本的に見直す

こと。 

⑥ 給食用食器更新を年次的に行うこと。 

⑦ 学校給食への「はし」の導入を行うこと。 

（3） 特別支援教育の充実について 

① 多様化する発達障害を有する児童生徒が増加傾向にあることから、要望がある

全ての小中学校に特別支援教育指導員を配置すること。 

② 小中学校へのエレベーター設置を年次的に行うこと。 

③ 今後とも障がい種に応じた対応ができるように可動型階段昇降機等を準備す

ること。 

④ 全教職員による特別支援教育の体制ができるように研修や指導を充実するこ

と。 

（4） 保護者の教育費負担の細かな実態調査を定期的に実施し、その結果を踏まえ負

担軽減策を講じること。 

（5） 就学援助費受給者の急増に伴い以下の施策に取り組むこと。 
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① 生活保護費の受給切り下げに伴う援助費削減は行わないこと。 

② ふるさと納税の活用等を含め、給付型奨学金制度の早期導入など本市の奨学金

制度の拡充を行うとともに県に新たに創設された制度の積極的活用を図るこ

と。 

（6） 学校図書館における司書制度については、嘱託職員化された事は身分の安定に

つながったものの賃金の低下等の課題等が生じていることから、待遇改善に努

めること。 

（7） 鹿児島市立美術館については、市民に親しまれ市民に開かれた美術館となるた

めに市民意見をさらに取り入れた経営・運営を行うこと。また、収蔵美術品の

可能な限りの常設展示、市民ニーズにあった企画展等を充実し、来館者増のた

めの施策を講じること。さらには、講演会や学芸員によるギャラリートークの

充実や観賞指導等美術講座のさらなる充実を図ること。 

（8） スポーツの振興のために以下のことを取り組むこと。 

① 地域スポーツクラブについては、必要性について市民へ啓発するとともに抜本

的な見直しを行い、地域住民の意見を十分に取り入れること。 

② スポーツ少年団や部活動の指導者の育成並びに人的派遣については、教職員の

多忙化対策の一環として早急に対応すること。また活動に対する補助金を増額

すること。 

（9） フッ素洗口については、多様化する食物アレルギーや事故が生じた時の責任の

所在等多くの問題を抱えていることから市としての導入はしないこと。 

（10） 教育現場への ICT 導入に際してはその費用対効果を十分に見極めるとともに、

子供たちへの情報モラル教育の充実と情報漏えい等へのセキュリティ対策に

は万全を期すること。 

（11） 学校施設の空調設備等に対しては適切に維持管理し、故障等のトラブルが発生

した際には抜本的な対応を行うこと。 

（12） 幼児教育アドバイザーを配置すること。 
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 消 防 局  

 

（1） 雑居ビルの検査・指導を引き続き対応を怠らないこと。 

（2） 地震等による同時多発的な火災の発生に備えた耐震性を有する防火水槽の設

置を引き続き進めること。 

（3） 中心市街地で超高層ビルの計画が進行していることから、他都市を含め消防体

制を調査検討すること。更には、高層ビルの防火体制の指導を徹底すること。 

（4） 消防団員の確保とそのための環境整備を進めるとともに、職域消防の充実や学

生の任用についても引き続き努力すること。 

（5） 安心ネットワーク１１９は災害時における市民の有効な情報収集手段である

ことから、市民への広報啓発を強めること。 

（6） 住宅用火災警報器は、普及しているが更新等についての広報啓発を強めること。 

（7） 応急手当Ｗｅｂ講習を利用した団体向けの普通救命講習を企業・団体や町内会

へも広報啓発すること。 

（8） 市民への救急車の適正利用を促すとともに、認定している患者等搬送事業者を

広報啓発すること。 

（9） 入込観光客が増え多言語対応の必要性が増す中、１１９番通報に通訳システム

を導入すること。 

（１０）会話が不自由な聴覚・言語機能障がい者の方からも１１９番通報が可能な「Net

１１９」システムを導入すること。 
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 交 通 局  

 

（1） 北・桜島営業所の管理の受委託については、効果を検証し、市民サービスの向

上を図るため、適切な指導・監督、経路・ダイヤの見直しを随時行うこと。 

（2） バス路線の改善と利用者拡大は、現場の声を活かし、「年間あと２往復」の利

用に向けて、一層の市民への啓発をはかり、実績を上げるとともに、路線の統

廃合については、利用者への十分な説明と理解を得ること。 

（3） 電車やバスのラッピング広告、電停などの広告の営業を引き続き強化するとと

もに、新規広告媒体の導入を引き続き検討すること。 

（4） 利用者の利便性の向上を図るため、引き続き電停やバス停に上屋やベンチを設

置するとともに、車椅子の利用できない電停の解消に取り組むこと。 

（5） 路面電車観光路線については、軌道事業者としての意見反映をはかり、早急な

整備を求めるとともに、観光電車「かごでん」の更なる利用を促進するための

対策を検討すること。 

（6） ２０２０年開催の国体や障害者スポーツ大会により、多くの県外観光客が見込

めることから、交通系ＩＣカードの相互利用サービスの導入について、引き続

き検討されること。 

（7） 職員のワークライフバランスを図るための環境整備を進めるとともに、ＳＡＳ

（睡眠時無呼吸症候群）をはじめ職員の健康管理に一層留意すること。 

（8） 定時性確保の為、適正な人員配置を含め検討すること。 
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 水 道 局  

 

（1） 上水道利用の減少傾向のなかで、引き続き老朽施設の改善など、必要な施設改

善を急ぐこと。 

（2） 公共下水道は、処理区域の拡大と、区域内の未設置区域の早期着工を引き続き

進めること。これらの設備拡大に伴う人員配置を確保すること。 

（3） 工事発注は、発注時期の平準化と、下請等の適正価格について引き続き取り組

むこと。 

（4） 業務の民間委託は、市民サービスの低下を招かぬよう慎重にすると同時に、技

術水準の維持・継承のための人材育成を進めること。 

（5） 水源涵養策、河川浄化策など、引き続き充実を図ること。 

（6） 上下水道の未収金対策は、クレジットカードの使用など、納入方法をさらに改

善し、市滞納整理課との連携など、きめ細かな取り組みを行うこと。 

（7） 庁舎や施設に太陽光発電や小型風力発電、小水力発電など再生可能エネルギー

の取り入れを引き続き検討すること。 

（8） 職員のワークライフバランスを図るための環境の整備や職員への啓発など、職

場の働きがいの意欲を向上させる取り組みを充実させること。 
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 市 立 病 院   

 

（1） ジェネリック医薬品（後発医薬品）を引き続き積極的に処方すること。 

（2） 病院の院内託児所については、希望するすべての職員に利用を拡充すること。 

（3） 研修医制度については、これまでの研修内容をさらに充実させ、引き続き医師

確保につなげること。 

（4） あってはならない医療事故・院内感染対策には引き続き万全を期すること。 

（5） 業務の民間委託は、公立病院の責務を果たすうえで、市民サービスの低下につ

ながることの無いよう慎重を期すること。 

（6） 医療連携を通して、内視鏡下手術支援ロボット「ダヴィンチ」の活用を図るこ

と。 

（7） 東洋医学の活用をさらに進めること。 

（8） 職員のワークライフバランスを図るための環境整備をすすめ、啓発を行うこと。 
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 船 舶 局  

 

（1） 定期航路や納涼観光船、よりみちクルーズなどの利用者拡大のため、県内外へ

の宣伝、各旅行業者の協力など引き続き取り組みを強化すること。 

（2） 船舶の安全、快適な運航について、引き続き努力すること。 

（3） 職員のワークライフバランスを図るための環境整備をすすめ、職場におけるメ

ンタルヘルス対策を講じるなど、職員の健康管理に一層留意すること。 

（4） 市民・観光客にも魅力のあるターミナル等の整備をさらに急ぐこと。その際は、

職員の意見にも十分に配慮し、鹿児島港側のりばについても、フェリー３階へ

の乗降を可能とするよう、引き続き県へ要請すること。 
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